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要　旨

１．アメリカの対中輸入は関税引き上げの影響で2019年に大幅に減少したものの、
2020年は輸入をけん引する役割を果たした。新型コロナウイルス感染症が発生し
なければ、アメリカの輸入に占める中国の割合は2020年に13％程度に低下する可
能性があったが、中国が感染拡大を早期に収束させたことにより、18.6％に上昇し
た。そうしたなかでも、中国の生産・輸出機能を代替する動きがみられるのはベ
トナムと台湾に限られる。なかでも、ベトナムの台頭は著しく、「一人勝ち」の様
相を呈している。

２．2020年４月以降の対中輸入の前年同月比伸び率と依存度に注目すると、①中国依
存が強まる品目（プラスチック）、②中国依存が変わらない品目（機械、がん具・ゲー
ム機）、③中国依存が弱まる、つまり、脱「中国依存」が進んでいる品目（布・衣類）、
④脱「中国依存」が進んだものの、そのスピードが鈍化しそうな品目（電気・電
子機器、家具・寝具）の４つに分けられる。追加関税と新型コロナウイルスの感
染拡大というサプライチェーンを揺るがす劇的な環境変化が起きたにもかかわら
ず、ノートパソコンとスマートフォンでは中国を中心とするサプライチェーンを
見直す動きは現れていない。

３．アメリカの中国依存度が著しく低下している品目をみると、中国に代わる生産・
輸出拠点として台頭しているのはベトナムである。サプライチェーンの再編は
中国との地理的近接性を無視するかたちでは進まない。経済協力開発機構（OECD）
の付加価値貿易統計TiVA（Trade in Value Added）によれば、ベトナムの製造業の輸
出のうち国内で生産された付加価値は半分を占めるにとどまり、残りは外国由来
の付加価値で、なかでも中国への依存度が高い。

４．国連貿易開発会議（UNCTAD）によれば、2020年の中国の対内直接投資はアメリ
カを抜いて初めて世界一の投資受入国になった。直接投資の動向にサプライチェー
ン再編に対する各国企業の中長期的な戦略が投影されていると考えれば、サプラ
イチェーンにおける中国の地位は当分揺るぎそうにない。中国を代替する可能性
があるベトナム、マレーシア、タイではいずれも中国からの投資が増えているも
のの、ベトナム以外は投資が必ずしも輸出産業に向けられているわけではないた
め、対米輸出が増えない構造となっている。

５．アメリカのバイデン大統領は、2021年２月末、①半導体、②EV（電気自動車）向
け高性能バッテリー、③医薬品、④レアアース（希土類）を含む重要鉱物の４品
目のサプライチェーンを見直す旨の大統領令に署名した。しかし、国内生産能力
の増強が期待される半導体以外は、中国に依存しない安定的なサプライチェーン
の構築は難しい。

６．習近平政権は、「中国依存」を深めさせることによって孤立を回避出来ると見込ん
でいる。バイデン政権のサプライチェーン見直しが中国に与える影響は限られる
ものの、同政権が、①雇用重視の保護主義政策、②対中国包囲網の構築、③人権
重視外交を鮮明にすることによって、脱「中国依存」は長期的かつ不可逆的な動
きに発展する可能性がある。
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はじめに

近年、製造業のサプライチェーンは大きく
変わり、脱「中国依存」が進むとされてきた。
理由のひとつは米中対立である。アメリカの
トランプ前政権が追加関税により中国製品に
対する関税率を引き上げた結果、ベトナムな
ど中国以外の国に生産拠点を移転する動きが
顕在化した。もうひとつは新型コロナウイル
スの感染拡大である。中国の生産・物流機能
は大幅に低下し、自動車を始め少なからぬ企
業が部品等の調達に行き詰まり、生産調整を
余儀なくされたことで、生産拠点の中国集中
リスクが強く意識されるようになった。
一連の問題に対するわが国企業の関心は高
く、筆者は追加関税が中国を中心とするサプ
ライチェーンに与える影響（三浦［2019］）、
サプライチェーン再編の方向性（三浦
［2020a］）、そして、新型コロナウイルスの感
染拡大がサプライチェーンに与える影響（三
浦［2020c］）について予測してきた。しかし、
これらは問題が進んでいるさなかに執筆した
もので、限られた材料で先行きを展望するも
のであった。実際のところ、脱「中国依存」
はどの程度進んだのか。2021年２月に2020年
のアメリカの貿易統計が公開され、それらの
問題を検証することが可能になった。
本稿では、まず追加関税と新型コロナウイ
ルスの感染拡大によってアメリカの輸入構造
がどのように変化したかについて分析す 
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る（１．）。次に、対中輸入の変化を品目別か
つ輸入相手先別に整理し、脱「中国依存」の
実態を明らかにする（２．）。そして、中国に
代わって輸入が増えたベトナムを取り上げ、
脱「中国依存」が本当に進んだのかについて
検証する（３．）。最後に、脱「中国依存」の
動きがどのような方向に進むのかを直接投資
の動きを踏まえて展望する（４．）。なお、本
稿で扱うアメリカの輸入は国内消費を目的と
する輸入のみを対象とし、再輸出を前提とし
た輸入は含まない（注１）。
バイデン政権はトランプ前政権の対中強硬

政策を引き継いでおり、追加関税を直ちに見
直すことはしないとしている（注２）。また、新
型コロナウイルスについても、先進国を中心
にワクチン接種が始まったとはいえ、変異種
の登場やワクチンの有効期間の問題もあり、完
全に過去のものになったとすることは出来な
い（注３）。双方の影響を整理しておくこと
は、サプライチェーンの今後を展望するうえ
で極めて重要である。

（注１） 米センサス局の輸入統計には通常の通関ベースの輸
入だけでなく、国内消費のための最終財の輸入がある。
アメリカはいわゆる輸出加工型の産業がほとんどないた
め、両者に際立った差はないものの、関税率の引き上
げや新型コロナウイルスの感染拡大による貿易転換効
果を検証するという本稿の主旨に照らし、後者のデータ
を採用することとした。

（注２） “Biden Made Sure ‘Trump Is Not Going to Be President 
for Four More Years’”, 2 December 2020, The New 
York Times.（https://www.nytimes.com/2020/12/02/
opinion/biden-interview-mcconnell-china-iran.html）

（注３）「ワクチン接種で新型コロナは本当に終息するか、課題
は『４つの未知』」2020年12月30日 DIAMOND online.
（https://diamond.jp/articles/-/258248）

１．�アメリカの輸入構造はどの
ように変化したか

まず、追加関税導入の経緯を振り返ったう
えで、同関税と中国における新型コロナウイ
ルスの感染拡大がアメリカの輸入に与えた影
響と国・地域の輸入構造の変化について検証
する。

（1）�追加関税はマイナス、コロナ収束はプ
ラスに作用

アメリカの対中輸入は2019年に前年比
16.3％減と、リーマン・ショック翌年の2009

年の同12.4％減を上回るとともに、輸入に占
める割合も18.2％と前年から3.1％ポイント低
下した。経験したことのない輸入減少を引き
起こした原因となったのは、トランプ前政権
の追加関税発動による中国からの輸入品に対
する関税率の引き上げである。まず、追加関
税発動の経緯を改めて振り返っておこう。
追加関税は４段階に分けて発動された。具
体的には、①2018年７月に産業機械や電子部
品など818品目を対象に25％の追加関税を課
す第１弾（年間輸入額340億ドルに相当）、②
2018年８月に半導体や化学品など279品目を
対象に25％の追加関税を課す第２弾（同160

億ドル）、③2018年９月に食料品、家電、家
具など5,733品目を対象に25％の追加関税を
課す第３弾（同2,000億ドル）、④2019年９月
にテレビ、衣料品、寝具など3,243品目を対
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象に15％の追加関税（同1,100億ドル）、12月
にスマートフォン、ノートパソコン、ゲーム
機など555品目を対象に10％の追加関税を課
す第４弾（同1,600億ドル）である（図表１）。
第４弾の９月発動分は第３弾が発動されて

から１年の間隔があり、上乗せ幅も低い。こ
の背景には、スマートフォンなど市民生活に
影響を与える品目が多く含まれていること、
また、当該品目の輸入に占める中国の割合、
つまり、中国依存度が極端に高いことがある。
トランプ前政権は影響の小さい品目から段階
的に対象品目を拡大し、中国側の譲歩を引き
出そうとした。
第４弾の12月発動分は直前で延期されたも

のの、追加関税発動によって、レアアースな
ど一部の品目を除き、中国からのほぼすべて
の輸入品の関税が引き上げられることとなっ
た。なかでも第３弾と第４弾の９月発動分の
影響が大きい。2018年の対中輸入が5,390億
ドルであったことを踏まえると、第１～２弾

は輸入の9.3％に相当するにすぎないが、第
３弾と第４弾（９月発動分）はそれぞれ
37.1％と20.4％に相当する。これにより、引
き上げ前に平均3.1％であったアメリカの
中国製品に対する関税率は2019年９月に
21.1％に上昇し、アメリカが保護主義に傾斜
した1930年代の水準に達した（図表２）。
もっとも、上述した追加関税のすべてが当
初の計画通りに進められたわけではない。ト
ランプ前政権は、2019年８月、中国が第４弾
への報復を表明したことから、10％としてい
た第４弾の追加関税の税率を15％に引き上げ
るとともに、25％となっている第１～３弾の
税率を10月から30％に引き上げるという、追
加的な引き上げによって中国側に改めて譲歩

（資料）Brown［2020］より日本総合研究所作成

図表２　アメリカの対中輸入関税
（％）
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（注）2019年12月の追加関税は実際には発動されなかった。
（資料）USTR、新聞報道資料より日本総合研究所作成

図表１　トランプ前政権による対中追加関税

発効月 対象
品目数

追加
関税率
（％）

輸入
相当額
（億ドル）

第１弾 2018年7月 818 25 340 

第２弾 2018年8月 279 25 160 

第３弾 2018年9月 5,733 25 2,000 

第４弾
9月発動分 2019年9月 3,243 15→7.5 1,100 

12月発動予定
（未発動） 2019年12月 555 10 1,600 
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を迫った。同政権はこれによりアメリカ産品
の輸入拡大や知的財産権保護といった中国側
の譲歩を引き出すことに成功し、2019年10月
にそれら税率の追加的な引き上げを延期する
とした。
さらに、12月に入ると同月に発動予定で

あった第４弾を延期するとともに、９月に発
動した第４弾の追加関税を15％から7.5％に
引き下げるとした（図表１参照）。2020年１
月に入ると、両国は「第１段階の合意」（注４）
に達し、関税引き上げ合戦はひとまず「休戦」
となった。第４弾の追加関税の引き下げが２
月に実施されて以降、アメリカの関税率は変
わっていない。つまり、第１～３弾の追加関
税は導入当初のまま残されており、第４弾の
９月分についても7.5％の追加関税が課され
ている状況にある。平均関税率は19.3％と依
然として高く（Brown［2020］）、対中輸入を
下押しする圧力として作用している。
次に2020年の対中輸入に影響を与えた新型

コロナウイルスの感染状況について整理す
る。感染拡大は米中両国で起こったものの、
中国依存度に影響を与えたのは中国における
感染拡大である。中国における感染は2020年
初から拡大が続いたものの、２月中旬に入る
と１日当たりの新規感染者が1,000人を、３
月には100人を切るなど、早い段階で封じ込
めに成功した（図表３）（注５）。企業の稼働
率をみても、政府は感染拡大が生産活動に与
える影響を最小限にとどめたことを受け、５

月には感染前の状況に回復した（三浦
［2020b］）。
このことはアメリカの対中輸入の推移にも
如実に現れている。2020年１月の輸入は前年
同月比24.9％減、２月は同29.8％減、３月は
同37.6％減となった。前述したように2019年
は関税引き上げの影響で前年比16.3％減と
リーマン・ショック後を上回る減少となり、
2020年１～３月期は関税引き上げに中国の生
産・物流機能の低下が加わり、減少に拍車が
かかった。しかし、４月以降は減少幅が縮小
し、９月には同1.3％増と早くもプラスに転
じ、対中輸入はアメリカの輸入をけん引する
役割を担った（図表４）。この結果、輸入に

（資料） CEICより日本総合研究所作成（原典はジョンズ・ホ
プキンス大学）

図表３　 中国における１日当たりの新型コロナウ
イルス新規感染者数（５日間の平均値）
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占める中国の割合は2020年１～３月期こそ低
下したものの、４月以降は上昇した。

（2）コロナ収束は５％ポイント前後引き上げ

2020年のアメリカの対中輸入には、①追加
関税発動による輸入押し下げ効果、②中国に
おける新型コロナウイルス感染拡大による輸
入押し下げ効果、③ウイルス封じ込めに成功
し、生産・輸出拠点としての相対的優位性が
高まったことによる輸入押し上げ効果が混在
している。アメリカの対中輸入の今後を見通
すためには、残存する関税率引き上げによる
輸入押し下げ効果と、生産・輸出拠点として
の相対的優位性が高まったことによる輸入押
し上げ効果を分けて考える必要がある。
仮に新型コロナウイルス感染症が発生せ

ず、関税率引き上げによる輸入押し下げ効果
しかなかった2019年の状況が続いていたとす
れば、アメリカの対中輸入は2020年に入って
も減り続けていた可能性が高い。2019年１月
に前年同月比4.1％減であった輸入の減少幅
は、月を追うごとに拡大し、2019年12月には
同24.9％減となった。この傾向が2020年も続
いたとすれば、2020年は最終的に前年比30％
前後の減少となり、輸入に占める中国の割合
も13％程度に低下する可能性があった
（図表５）。
実際には、対中輸入の伸び率は４月に反転
したことから（前出図表４参照）、2020年の
対中輸入は前年比4.3％減にとどまり、輸入
に占める中国の割合は18.6％に上昇した。限
られたデータによる大雑把な推計ではある

図表４　アメリカの輸入と対中輸入の前年同月比伸び率

（資料）US Census Bureau資料より日本総合研究所作成
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が、中国は新型コロナウイルスの感染拡大を
早期に収束させ、生産・輸出拠点としての相
対的優位性を高めたことにより、アメリカの
輸入に占める割合を５％ポイント前後引き上
げたといえる。
中国の相対的優位性は簡単には揺るぎそう

にない。中国はもともと分厚い産業集積や規
模の大きい国内市場といった他の新興国には
ない優位性を備えている。新型コロナウイル
スの感染が湖北省武漢市を起点に中国全土、
そして世界に広がったことにより、2020年当
初はそれらの優位性が損なわれると思われ
た。しかし、中国は感染拡大防止という点で
も最も成果を上げた国のひとつとなり、以前
にも増してその優位性が際立つようになって
いる。

ジョンズ・ホプキンス大学によれば、世界
の新型コロナウイルス新規感染者は最大の感
染国であるアメリカの状況を反映し、2021年
１月初旬の１日当たり85万人をピークに減少
に向かいつつあるものの、2020年12月にイギ
リス、2021年１月に南アフリカとブラジルで
変異種がみつかり、新たな感染を引き起こす
など、依然として予断を許さない状況にある。
中国でも、2021年１月に入り、１日の新規感
染者が100人を超え、８カ月ぶりに死者が出
るなど、緊張が高まった。
足元の新規感染者の動向をみると、中国は
ここでも台湾やベトナムと並んで感染拡大防
止に成果を上げているといえる。アジア諸国
は感染拡大防止に成功している低感染グルー
プと、なかなか感染収束に向かわない、ある

図表５　アメリカの対中輸入の伸び率と輸入に占める割合

（資料）US Census Bureau資料より日本総合研究所作成
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いは、感染拡大傾向にある高感染グループと
に分かれる（図表６、左右で目盛が異なる）。
中国の100万人当たりの１日の新感染者は0.1

人未満で推移しており、低感染グループのな
かでも低い水準にある。
アジア各国は、いずれも大規模なロックダ

ウンにより生産・物流機能が損なわれるよう
な事態に陥っていないが、中国はそのなかで
もそうしたリスクが最も低い国のひとつとい
える。中国の対策の特徴は新規感染者が発生
した地域を大規模な隔離政策や公共交通機関
の運行停止などの強硬措置を早い段階で断行
し、他の省・市に感染を広げないことにある。
個人、学校、企業に感染拡大防止策としてど
の程度の規制が課されているかを表すオック
スフォード大学の厳格度指数（Stringency 

Index）をみると、中国はアジアのなかで最
も高い。つまり、強い規制によって感染拡大
を抑制している（図表７）。

（3）�国・地域別割合の変化─ベトナムの一
人勝ち

2019年はアメリカの対中輸入が大幅に減少
したことから、輸入に占める中国の割合は
18.2％と前年の21.3％から低下した。ただし、
アメリカの輸入総額はそれほど減少しなかっ
たことから、中国からの輸入は第三国に振り
替えられた可能性が高い。これと反対に、
2020年は対中輸入が全体の輸入ほど減少しな
かったため、中国の割合は18.6％に上昇した。
最大の輸入先である対中輸入の変動によっ
て、第三国からの輸入はどのような影響を受

（資料）CEICより日本総合研究所作成（原典はジョンズ・ホプキンス大学）

図表６　アジア各国・地域における１日当たりの新規感染者数（人口100万人当たり、月平均）

低感染グループ 高感染グループ

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

中国 カンボジア ベトナム 台湾

2020年10月 2020年11月 2020年12月 2021年1月 2020年10月 2020年11月 2020年12月 2021年1月

0

20

40

60

80

100

120

インドネシア インド マレーシア フィリピン

（人） （人）



サプライチェーンの脱「中国依存」はどこまで進んだか

環太平洋ビジネス情報  RIM  2021  Vol.21  No.81  9

けたのであろうか。
図表８では、アメリカの輸入に占める割合

が高い国・地域をアジア中心に抽出し、その
推移をみたものである。ASEANのなかで上
位15カ国・地域に入るのはベトナムとマレー
シアの２カ国のみである。インドはランク外
であるが、「メイク・イン・インディア」（Make 

in India）を掲げ、製造業の育成・強化を進
めていること、また、2030年までに中国を上
回る人口大国になり、市場の拡大が期待出来
ることから取り上げた。欧州ではドイツ、イ
ギリス、アイルランド、フランス、イタリア
が上位15国に入るが、各国とも中国の生産機
能を代替するとは考えにくいため、EUとし
てまとめた。
関税率が引き上げられた2019年は予想通り

の変化が起きた。輸入に占める中国の割合が
18.2％と前年比3.1％ポイント低下する一方
で、北米自由貿易協定（NAFTA）の再交渉
によって生まれたアメリカ・メキシコ・カナ
ダ協定（USMCA）の締結国、とりわけメキ
シコの割合が14.3％と前年比0.8％ポイント上
昇し、国としては最大の増加幅となった。た
だし、USMCAの発効は2020年７月であるた
め、これはUSMCAというより同国に形成さ
れたアメリカ製造業の集積が生かされた結果
といえる。EUの割合も同様に1.3％ポイント
上昇し、中国の穴を埋めたとみられる。
一方、中国、日本、韓国、台湾、ASEAN 

10カ国にインドを加えたアジアの割合は、
中国の割合が低下したことを受け、39.7％と
前年比1.5％ポイント低下した。ただし、

図表７　低感染グループの厳格度指数の推移

（資料）Oxford COVID-19 Government Response Trackerより日本総合研究所作成
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ASEANの占める割合が8.2％と前年比0.8％ポ
イント上昇したことから、ASEANは中国の
低下分の４分の１をカバーした計算になる。
そのほとんどはベトナムによるものである。
同国は安価な未熟練労働力（注６）が豊富で
あることから、以前から「チャイナ・プラス・
ワン」の最有力候補として見なされてきた。
米中対立により同国の優位性が改めて実証さ
れたといえる。
ベトナムに次いで輸入に占める割合が上昇

したのが台湾で、2.2％と前年比0.4％ポイン
ト上昇した。補助金によって中国に進出した
企業の台湾回帰を促す政策が成果を上げた。
一方、インドは輸出産業の発展が期待されて
いるにもかかわらず、アメリカの輸入に占め
る割合はわずか0.2％ポイントの増加にとど

まった。保護主義的政策が強化されているこ
とが影響したとみられる。

2020年は中国の占める割合が上昇に転じた
ことで明暗が分かれた。日本、インド、メキ
シコ、EUの割合が低下する一方、韓国、台湾、
ASEANの割合は上昇した。なかでも、台湾
は2.6％と前年の2.2％から0.4％ポイント、ベ
トナムは3.3％と前年の2.6％から0.8％ポイン
ト上昇し、サプライチェーンにおける中国の
相対的優位性が再評価されるなかでも、いず
れも中国を代替する生産・輸出拠点として位
置付ける動きが続いていることが裏付けられ
た。統計が遡れる2002年からの長期的な変化
をみると、ベトナムは0.2％から3.3％へと
3.1％ポイント上昇しており、「一人勝ち」の
様相を呈している。

（注） アジアは、中国、日本、韓国、台湾、ASEAN10カ国、インドの合計。増減幅は当該年の割合から前年の割合の差を求めたが、四捨
五入の関係で一致しない部分がある。

（資料）US Census Bureau資料より日本総合研究所作成

図表８　アメリカの輸入に占める国・地域別割合の変化
（％、％ポイント）

輸入に占める割合 増減幅

2002年 2005年 2010年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 18/19
関税

19/20
関税＋
コロナ

アジア 34.9 34.6 37.1 41.1 41.8 41.7 41.2 39.7 41.7 ▲ 1.5 1.9

　中国 10.8 14.6 19.2 21.5 21.2 21.6 21.3 18.2 18.6 ▲ 3.1 0.4

　日本 10.5 8.3 6.3 5.9 6.1 5.8 5.6 5.8 5.2 0.2 ▲ 0.6

　韓国 3.1 2.6 2.5 3.1 3.3 3.0 2.9 3.0 3.2 0.1 0.2

　台湾 2.8 2.1 1.9 1.8 1.8 1.8 1.8 2.2 2.6 0.4 0.4

　ASEAN 6.7 5.9 5.6 6.8 7.3 7.3 7.3 8.2 9.8 0.8 1.6

　　ベトナム 0.2 0.4 0.8 1.7 2.0 2.0 2.0 2.6 3.3 0.6 0.8

　　マレーシア 2.1 2.0 1.4 1.5 1.7 1.6 1.6 1.6 1.9 0.1 0.2

　インド 1.0 1.1 1.6 2.0 2.1 2.1 2.2 2.3 2.2 0.2 ▲ 0.1

USMCA 29.8 27.6 26.6 26.5 26.2 26.2 26.0 27.1 25.5 1.0 ▲ 1.6

　メキシコ 11.6 10.2 12.1 13.2 13.4 13.4 13.5 14.3 13.9 0.8 ▲ 0.4

EU 16.5 15.5 14.0 16.3 16.3 16.3 16.7 18.0 17.6 1.3 ▲ 0.4
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ベトナムが浮上した理由としては、韓国サ
ムスン電子がベトナムをスマートフォンのグ
ローバルな生産拠点と位置付けたことが大き
い（図表９）。2010年時点でベトナムの輸出
に占める割合がわずか3.2％にすぎなかった
スマートフォンは2020年には18.1％を占め、
最大の輸出品となっている。近年はコン
ピュータ・電気製品・同部品の輸出も伸長し
ている。主力輸出産業が資源・一次産品→繊
維製品→電気・電子機器へと移る様子は、開
発経済学の教科書で示される輸出指向型工業
化の典型的なパターンといえる。
ベトナムの魅力はなんといっても豊富かつ

安価な未熟練労働力にあるが、外国直接投資
の受け入れに積極的であった点も見逃せな

い。ベトナムは、環太平洋パートナーシップ
に 関 す る 包 括 的 及 び 先 進 的 な 協 定
（Comprehensive and Progressive Agreement for 

Trans-Pacific Partnership：CPTPP）に参加し
ている。重要なことは、CPTPP参加11カ国の
なかで最も１人当たりGDPが低い点である。
安価な未熟練労働力を擁する開発途上国とし
ての側面と、外国企業が活動しやすい開放的
な事業環境を備えた国という二面性は他のア
ジア新興諸国にみられないベトナム特有のも
のといえる。2020年９月にはEUとのFTAも
発効させた。
こうした視点から改めてアジア各国を捉え
直すとそれぞれに一長一短があることがわか
る。台湾、韓国、マレーシアは電気機器・同
部品の産業集積があるものの、安価な未熟練
労働力が豊富とはいえない。インドは市場の
成長性という点では突出しているが、2020年
11月に東アジア地域包括的経済連携（Regional 

Comprehensive Economic Partnership：RCEP）
からの離脱を表明するなど、開放的な事業環
境を備えようとしているようにはみえない。
ベトナムの優位性は中国と同様に相対的なも
のであるが、強力な競争相手が現れなかった
ため、チャイナ・プラス・ワン≒ベトナムと
いう状態が続いている。
（注４）「第１段階の合意」内容については「米中『第１段階の

合意』の概要」2020年１月16日 日本経済新聞.（https://
www.nikkei.com/article/DGXMZO54482150W0A 
110C2FF1000/）参照。米中通商交渉はこの後に産業
補助金や国有企業の優遇など構造問題を取り上げる
“第２段階”の交渉が控えていたため、「第１段階」と呼

（資料）CEICより日本総合研究所作成（原典は統計総局）

図表９　 ベトナムの輸出に占める主要品目の割合
の変化
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ばれた。
（注５） もっとも、中国政府が発表する感染者のデータは当初

から過少報告の問題が指摘されており（三浦
［2020b］）、信憑性が高いとはいえない。この問題は
中国側の資料からも裏付けられる。例えば、わが国の
国立感染症研究所に相当する中国疾病対策予防管
理センターは2020年末の湖北省武漢市市民の新型コ
ロナウイルスに対する抗体保有率を4.43％とする調査結
果を発表した。この抗体保有率に基づけば、同市の感
染者は約50万人と公表値の10倍の規模であったことに
なる。

（注６） 日本貿易振興機構（JETRO）の調査によれば、2019年
８月時点でベトナムの日系製造業における作業員の月給
（基本給）は236ドルと、中国（493ドル）、タイ（446ドル）、
インドネシア（348ドル）を下回る。近年、上昇が激しく、
カンボジア（196ドル）、ミャンマー（159ドル）を上回るも
のの、未熟練労働力の数が相対的に多いことからベト
ナムは依然として有力視される。詳細は、「アジアの労
務コスト比較、意外に大きい賃金水準の地域差」2020
年４月15日ジェトロ.（https://www.jetro.go.jp/biz/

areareports/2020/cbdf0cefc691ae25.html）

２．�サプライチェーンに働く集
中と分散の圧力─国・品目
別の変化

ここではアメリカ輸入の品目別の変化をみ
る。まず、アメリカの貿易品目分類である
HTS（Harmonized Tariff Schedule）２桁でそ
の全体像を把握し、次に６桁に落とし、対中
輸入が減少しないのはなぜか、そして、同輸
入が減少した品目ではどの国・地域が中国を
代替しているかについて分析する。

（1）�品目によって異なる中国依存度─HTS
２桁レベル

アメリカの対中輸入を品目別にみると、ど
のような変化が起こっているのであろうか。

まず、全体像を把握するため、HTS２桁レ
ベルで対中輸入の品目別構成を整理しておこ
う。
対中輸入において最も多いのは電気・電子
機器（HTS85）と機械（HTS84）である。前
者はスマートフォンを、後者はノートパソコ
ンを含み、それぞれ2020年の輸入の25.8％、
22.1％を占める（図表10）。スマートフォン
とノートパソコンはいずれも2020年12月に発
動予定であった第４弾に含まれる。これが実
際に発動されていれば対中輸入の品目別構成
は大きく変化した可能性があるが、直前で見
送られたことによってそうした事態を免れ
た。
図表10はあくまで年ベースでみたものであ

（資料）US Census Bureau資料より日本総合研究所作成

図表10　 アメリカの対中輸入主要品目の構成
（上位６品目）
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るが、月ベースでみた輸入は追加関税の発動
にかなり敏感に反応している（図表11）。例
えば、電気・電子機器（HTS85）は、2018年
７月に第１弾によって186品目が追加関税の
対象になったことを契機に（図表12）、輸入

が減少するとともに中国依存度が低下する
「輸入減少・依存度低下」局面に入った。第
２弾で36品目、第３弾で214品目、第４弾（９
月発動分）で100品目が追加関税の対象とさ
れたことを受け、「輸入減少・依存度低下」

（資料）US Census Bureau資料より日本総合研究所作成

図表11　主要品目の対中輸入伸び率と中国依存度（HTS ２桁ベース）
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（注）2021年１月４日時点、HTS10桁の品目をHTS２桁でまとめたもの。網掛け部分は本文で言及した品目。 
（資料）Sandler, Travis & Rosenberg, P.A.資料より日本総合研究所作成

図表12　追加関税の対象品目内訳

第1弾 第2弾 第3弾 第4弾 第4弾
2018年7月 2018年8月 2018年9月 2019年9月 2019年12月（延期）

HTS 品目数 HTS 品目数 HTS 品目数 HTS 品目数 HTS 品目数 HTS 品目数 HTS 品目数 HTS 品目数
28 1 27 3 02 7 47 21 01 37 48 3 03 3 61 42

40 2 34 3 03 261 48 222 02 104 49 24 05 1 62 36

84 418 38 2 04 20 50 13 04 238 52 2 06 1 63 24

85 186 39 146 05 14 51 100 05 6 53 1 08 2 64 56

86 18 70 1 07 143 52 230 06 30 54 1 12 1 66 6

87 41 73 6 08 90 53 30 07 42 55 1 14 1 67 4

88 15 76 2 10 22 54 129 08 39 58 2 15 1 69 13

89 10 84 31 11 38 55 130 09 57 59 1 16 1 70 11

90 129 85 36 12 48 56 55 10 8 60 1 22 1 71 6

86 12 14 8 57 48 12 21 61 209 28 1 72 3
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は2019年末まで続き、2020年１～３月期は
中国における新型コロナウイルスの感染拡大
が重なり、「輸入減少・依存度低下」に拍車
がかかった。
追加関税発動と新型コロナウイルスの感染

拡大による「輸入減少・依存度低下」は電気・
電子機器だけでなく、どの品目でもみられる
現象である。しかし、中国が感染拡大防止に
成功し、経済が正常化に向かった2020年４月
以降に輸入の対前年同月比伸び率と依存度が
どのように変化したかという点に注目する
と、図表11に挙げた６品目は次の４つのパ
ターンに分けることが出来る。

第１パターン：輸入増加に転じ、依存度が
上昇する「輸入増・依存度上昇」局面に移行
し、依存度が追加関税発動前を上回る水準に
達したプラスチック（HTS39）である。プラ
スチックは2019年に輸入が減少したものの、
中国依存度はほとんど変化しておらず、2020

年末の依存度は最高水準に達し、「中国依存」
が強まる傾向にある。

第２パターン：「輸入増・依存度上昇」局
面に移行し、中国依存度が追加関税発動前に
近い水準に戻った機械（HTS44）とがん具・
ゲーム（HTS95）である。追加関税とコロナ
禍を経ても「中国依存」が変化せず、元の状
態に戻った品目である。がん具・ゲームの輸
入減少期間が短いのは、第３弾までの追加関

税に含まれておらず、2019年９月に発動され
た第４弾で初めて追加関税の対象とされたた
めである（前出の図表12参照）。

第３パターン：図表の形状としては第２グ
ループに似ているものの、中国経済が正常化
した2020年４月以降も輸入が減少し続けてい
ることから、中国依存度が低下すると見込ま
れる布・衣類（HTS61、62、63）である。
2020年６月に中国の割合が65.9％に急上昇し
たのは不織布マスク（HTS6307.90）などの
輸入が急増したためであり、これを除くと
中国の生産・輸出機能の一部は第三国に移転
されている、つまり、脱「中国依存」が進ん
でいるといえる。

第４パターン：「輸入増・依存度上昇」局
面に移行したものの、輸入に占める中国の割
合が追加関税発動前の水準を下回る電気・電
子機器（HTS85）、家具・寝具（HTS94）で
ある。これらについても脱「中国依存」が進
んでいるといえるが、2020年終盤の輸入の伸
び率は布・衣類と異なり大幅なプラスに転じ
ていることから、そのスピードは鈍化する可
能性がある。

（2）�脱「中国依存」の実態─HTS６桁レベ
ルでみた対中依存度

HTS２桁ベースの品目分類に基づいて、ア
メリカの対中輸入が①追加関税発動、②中国
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における新型コロナウイルスの感染拡大、 
③中国がウイルス封じ込めに成功し、生産・
輸出拠点としての相対的優位性が高まった各
段階でどのように変化したかを分析した。以
下では、中国の相対的優位性がどの程度保た
れているかをHTS６桁ベース（6,548品目）
で分析する。
まず、全品目について2020年の中国輸入依

存度を算出し、①80％以上、②60％以上、
80％未満、③40％以上、60％未満、④20％以
上、40％未満、⑤０％以上、20％未満、⑥輸
入実績がない品目の６つのグループに分け、
それぞれのグループに属す品目数の割合がど
のように変化したかをみると、中国依存度の
高低によってその割合に大きな差が生じてい
ることがわかる。②～④は品目数の減少によ
り、全体に占める割合が概ねピーク時に比べ
２％ポイント低下しているのに対し、依存度
が極端に高い①の割合は４％前後で安定して
おり、ほとんど変化していない（図表13）。
このことは、中国依存度が80％未満の各グ

ループでは脱「中国依存」が進んだものの、
80％を上回る品目ではそうした動きが起きて
いないことを示す。実際、2020年の対中輸入
額が479億ドルと、アメリカの輸入全体の
11.0％を占め、最大の輸入品となっている
ノートパソコン（HTS8471.30）の対中依存
度は一貫して90％を上回る（図表14、輸入額
上位30品目の依存度は巻末資料参照）。
輸入額が399億ドルと9.2％を占め、第２の

（注）「0％以上、20％未満」、「輸入実績のない品目」は省略。
（資料）US Census Bureau資料より日本総合研究所作成

（資料）US Census Bureau資料より日本総合研究所作成

図表13　 中国輸入依存度別にみた各グループの
品目数の割合（HTS ６桁ベース）

図表14　 ノートパソコンとスマートフォンの
中国依存度
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輸入品となっているスマートフォン（HTS 

8517.12）は、月ベースでみると変動が激し
いものの、2020年通年の依存度は82.2％と、
2016年以降の73.4％、80.0％、79.3％、78.0％
を上回り、過去５年で最も高い水準にある。
この２品目では、追加関税と新型コロナウイ
ルスの感染拡大というサプライチェーンを揺
るがす劇的な環境変化が起きたにもかかわら
ず、中国を中心とするサプライチェーンを見
直す動きが現れていない。
脱「中国依存」が本当に進むか否かは、こ

うした中国依存度の高い品目の生産がどの程
度第三国に移転するかにかかっている。2020

年の依存度が80％以上の品目の輸入額を足し
合わせ、輸入全体に占める割合がどのように
推移したかをみると、2016年初に25％に満た
なかった割合が2020年末には40％を超える水
準に上昇している（図表15）。最大の理由は、
リモートワークの普及により中国依存度の高
いノートパソコンの輸入が増えたことがあ
る。2020年のノートパソコンの輸入は前年比
23.6％増となった。
もう一つの理由は、アメリカにおける新型

コロナウイルスの感染拡大を受け、それに関
連する中国からの輸入が大幅に増えたことで
ある。2020年の輸入額が158億ドルと３番目
に多い清掃用布・救命胴衣（HTS6307.90）
は2019年比396.6％増、輸入額が34億ドルと
12番目に多いフェルト・不織布の衣服
（HTS6210.10）は同664.6％増、輸入額が27億

ドルと18番目に多いプラスチック製の衣類・
同付属品（HTS3926.20）は同212.0％増と、
いずれも2020年に輸入が急増した。

2020年の輸入には新型コロナウイルスの感
染拡大という特殊要因が働いており、ワクチ
ンの普及に伴いそれが消失すれば中国依存度
は次第に低下する可能性が高い。しかし、こ
のことは同時に「世界の工場」として製造業
の幅を広げ、各産業で分厚い集積を形成して
きた中国は世界が必要とする製品を迅速かつ
大量に生産出来る能力を有しており、脱
「中国依存」が掛け声通りには進まないこと
を暗示する。生産規模、コスト、納期などの点
で中国を代替出来る国はほぼないのである。

（資料）US Census Bureau資料より日本総合研究所作成

図表15　 中国依存度80％以上の品目が輸入に
占める割合

（％）

（年／月）

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

2016 17 18 19 20

80％以上 60％以上、80％未満
40％以上、60％未満 20％以上、40％未満
0％以上、20％未満



18  環太平洋ビジネス情報  RIM  2021  Vol.21  No.81

（3）主要品目の国・地域別の変化

もちろん、中国依存度が著しく低下してい
る品目もある。輸入額が多い一方で、中国依
存度が低下した品目について、輸入がどの国
に振り替えられたかを検証してみよう。2020

年の輸入額が多い30品目（HTS６桁ベース）
のなかから、中国依存度が直近のピークから
10％ポイント以上低下した品目を抜き出し、
中国以外の国・地域としてASEAN諸国、台湾、
韓国、メキシコ、EUの５カ国・地域に注目
して、それぞれの依存度の変化をみる。なお、
ASEANについては依存度の高い国を抽出し、
その内訳を表示する（図表16）。
図表16からは、中国に替わる生産・輸出拠

点として台頭しているのはASEAN諸国であ
ることがわかる。①通信ネットワークを構成
するのに必要なルーターやLANスイッチと
いった送信・受信・変換・再生を行う無線通
信装置（HTS8517.62）、②ビデオゲーム機器
（HTS9504.50）、③スタティックコンバー
ター・整流器（HTS8504.40）、④金属製家具
（HTS9403.20）、⑤木製腰掛け（HTS9401.61）、
⑥絶縁ケーブル（HTS8544.42）、⑦手持工具
（HTS8467.29）、⑧履物（HTS6404.19）では、
中国依存度の低下分をASEAN諸国が埋めて
おり、中国とASEAN諸国を合わせた依存度
は追加関税と新型コロナウイルスの感染拡大
を経てもほとんど変化していない。

ASEAN諸国のなかで依存度の上昇が目立

つのはやはりベトナムである。ただし、2019

～ 20年に対ベトナム輸入が急増した品目に
ついては、原材料や部品を中国から輸入し、
最終組み立て工程だけをベトナムに移したも
のが多いと考えられる。実際、ベトナムの対
中輸入は2019年に前年比11.8％増、2020年に
同15.2％増と、輸入全体の伸び率を大幅に上
回る伸びをみせ、低下傾向にあった輸入に占
める中国の割合は大幅な上昇に転じた
（図表17）。ベトナムの対米輸出は対中輸入に
よって支えられている可能性が高い。
一方、パソコン部品・付属品（HTS8473.30）
では、ASEAN諸国よりも韓国と台湾の躍進
が顕著である。それぞれのメーカーが追加関
税を回避するため、中国における生産を調整
し、自国・地域からの輸出を増やした結果と
考えられる。他方、カラーテレビ受像機はも
ともとメキシコ依存度が高かったため、中国
依存度の低下分はメキシコによって補われ
た。
ただし、このことは必ずしも脱「中国依存」
が進んだことを意味しない。アメリカのテレ
ビ市場では、2019年に中国の家電大手TCL科
技集団（TCL）が韓国のサムスン電子を抜い
てトップに躍り出たが（注７）、両者はとも
にメキシコに工場を構えており、そこから輸
出されていると考えられるからである。
追加関税や新型コロナウイルスの感染拡大
に関係なく、中国を中心とするサプライ
チェーンの見直しが進められてきた品目とし
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（注）右図の＜ASEANの構成＞の国名の前に付された数値は、2020年の割合に基づくASEAN内の順位。
（資料）US Census Bureau資料より日本総合研究所作成

図表16　 上位30品目のなかで中国依存度の低下の著しい10品目の主要国・地域およびASEAN諸国の構成
の変化（その1）
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ては木製腰掛けと履物が挙げられる。いずれ
も労働集約的産業であり、中国における人件
費の高騰を受け、ASEAN諸国、とりわけ安
価な労働力が豊富なベトナムに生産拠点が移
されてきたといえ、追加関税や新型コロナウ
イルスの感染拡大はそれを加速する役割を果
たした。
ここで取り上げたのは中国依存度の低下が

顕著な品目であるが、最も印象的なのは
ASEAN、台湾、韓国などの近隣のアジア諸
国を越えてサプライチェーンが広がる様子は
ないことである。これらの国・地域に中国を
加えた依存度の合計をアジア全体の依存度と
すると、同依存度は追加関税やコロナ禍を経
てもほとんど変化していない。一部のメディ
アでは新型コロナウイルスが世界に広がった

（注）右図の＜ASEANの構成＞の国名の前に付された数値は、2020年の割合に基づくASEAN内の順位。
（資料）US Census Bureau資料より日本総合研究所作成

図表16　 上位30品目のなかで中国依存度の低下の著しい10品目の主要国・地域およびASEAN諸国の構成
の変化（その2）
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2020年３月に、東欧、インド、イスラエルな
どを代替候補と考えるべきという指摘がなさ
れたが（注８）、サプライチェーンの再編は
中国との地理的近接性を無視するかたちでは
進まない。
この背景には、アジアの製造業の産業集積
が厚いことがある。経済協力開発機構
（OECD）の付加価値貿易統計によれば、
中国は2015年の世界の製造業の付加価値輸出
の19.0％を、日本、韓国、台湾、ASEAN10

カ国は19.2％を占め、双方を合わせたアジア
全体で38.2％を占める（図表18）。ここでい
う付加価値輸出は部品などの中間財を含ま
ず、当該国・地域で生産された付加価値だけ
で構成されることから、輸出に携わる製造業

（資料）CEICより日本総合研究所作成（原典は統計総局）

図表17　 ベトナムの輸入と対中輸入の伸び率
の比較
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28カ国。

（資料）OECD, TiVA（2018年12月）より日本総合研究所作成

図表18　産業別にみた付加価値輸出の地域別構成
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の集積を表すと考えることが出来る。この地
域が世界のGDPに占める割合が26.7％である
ことを考慮すれば、アジアは製造業の世界的
な集積地であり、なかでも電気・電子産業と
アパレル産業の集積は非常に厚く、他の地域
に分散する誘因が働かない。

（注７） “TCL Surges to the Top of the North American TV 
Market Amid US-China Trade Turbulence”, June 3, 
2019, informa tech. （https://omdia.tech.informa.com/
OM003808/TCL-Surges-to-the-Top-of-the-North-
American-TV-Market-Amid-US-China-Trade-
Turbulence）

（注８）「不測の時代、供給網柔軟に　新型コロナでリスク露
呈」2020年3月26日　日本経済新聞.（https://www.
nikkei.com/article/DGXMZO57222400V20C20A 

3MM8000/）

３．�脱「中国依存」の読み方─
ベトナムを事例に

脱「中国依存」は当初指摘されたほど進ん
でいないものの、一部の品目ではベトナムに
生産・輸出拠点が移されている。それは脱
「中国依存」が進んだことを意味するのか。
ベトナムの対米輸出と対中輸入の相関を踏ま
えながら、この問題にアプローチする。

（1）�輸出指向型工業化の成功─外資主導と
電気・電子機器への傾斜

中国の生産機能を代替する候補地としてベ
トナムが選好されるのは、同国の相対的優位
性が評価された結果にほかならない。このこ
とは対内直接投資に顕著に現れている。対内

直接投資（ネット、フロー）をGDPで除した
比率で各国が受け入れた直接投資の相対的規
模を比較すると、ベトナムはアジア主要国な
かで突出して高い水準を維持し続けている
（図表19）。ベトナムのGDPは図表19に挙げた
国のなかでは最も小さく、マレーシアの７割
の水準にすぎない。ベトナムは外国直接投資
を梃に極めて短期間で輸出指向型工業化を実
現した国といえる。
貿易面でも外資企業への依存度は高い。ベ
トナムの輸出に占める外資企業の割合は2020

年で71.8％、輸入に占める割合は64.3％に達
し、今後も上昇すると見込まれる（図表20）。
これは部品などの中間財のほとんどを輸入
し、ほぼそのすべてを輸出している、つまり、
ベトナムは付加価値が低い最終的な組み立て

（資料）World Bank資料より日本総合研究所作成

図表19　アジア主要国の対内直接投資（GDP比）
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工程しか担っていないことを示唆する。こう
した低付加価値工程への特化はベトナムに限
らず多くの開発途上国において改善すべき問
題と認識され、現地調達率の引き上げによる
高付加価値工程の導入が指向される。実際、
ベトナム政府は自動車やオートバイなどの産
業では国産化を推進する政策を打ち出してい
る。
しかし、製品のほとんどを輸出する前提で

外国企業が進出してきた電気・電子機器の分
野は、そうした国産化政策の枠外に置かれて
きた。自動車産業は経済発展に伴い貿易収支
赤字が拡大するが、電気・電子産業はそうし
た問題が発生しないからである。また、電気・
電子産業は自動車産業と異なり生産を外部に

委託する水平分業が発展しているため、仮に
ベトナム政府が国産化政策を打ち出したとし
ても、実際には機能しない可能性が高い。ベ
トナム政府はむしろ雇用増加と外貨獲得につ
ながるというプラス面に着目し、輸出指向型
外資企業の誘致を積極的に進めてきた。
前出図表９でみたように、ベトナムが短期
間で輸出構造を高度化・多様化出来たのは、
輸出指向型外資企業の積極的な誘致というベ
トナムの外資政策と中国における人件費の高
騰を受け、中国に生産・輸出拠点を置く企業
が「チャイナ・プラス・ワン」を模索した
タイミングが重なったことが大きい。その代
表例が前述した韓国のサムスン電子である。
図表９のスマートフォン・同部品とコン
ピュータ・電気機器・同部品を合わせると、
2020年の輸出の33.9％を占める。2010年には
わずか8.2％にすぎなかったことを踏まえれ
ば、電気・電子機器がベトナムの輸出をけん
引し、輸出指向型工業化を実現したといって
過言ではない。
周辺アジア諸国と比較しても、ベトナムの
輸出産業は電気・電子機器への傾斜が著しい
といえる。電気・電子機器を世界的な貿易品
目分類であるHSコードの電気機器・同部品
（HS85）と幅広く定義し、国連の貿易統計か
ら各国の輸出に占める割合をみると、ベトナ
ムは36.7％とマレーシア、韓国、中国、タイ
を上回る水準にある（図表21）。前出の
図表16でみたベトナムの急伸ぶりを踏まえれ

（資料）CEICより日本総合研究所作成（原典は統計総局）

図表20　 ベトナムの輸出入に占める外資企業の
割合
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ば、ベトナムの割合は今後も上昇し、金額で
も韓国を上回り、中国に次ぐ電気・電子機器
輸出国として台頭するとみられる。
ベトナムにとって幸いであったのは、同国

に根付いた電気・電子機器がデジタル化の影
響で世界貿易をけん引する輸出品であったこ
とである。アメリカの輸入統計から2020年の
対ベトナム輸入において8.3％と最大の輸入
品 目 と な っ て い る ス マ ー ト フ ォ ン
（HTS5817.12）と、それに次ぐ6.6％を占める
送信・受信・変換・再生を行う無線通信装置
（HTS8517.62）は、世界的にみても輸出の伸
びが最も著しい品目に属する（図表22）。世
界の輸出は2010～ 2019年の10年間で1.2倍し
か増えなかったが、スマートフォンは2.1倍、

送信・受信・変換・再生を行う無線通信装置
は4.1倍に増加した。
こうしたことから、ベトナムの貿易依存度
はアジアのなかで最も高い水準に達した。
1995年に61.1％とASEAN諸国のなかで最も
低いグループに属していた同国の貿易依存度
は、1990年代末から上昇を始め、2015年にマ
レーシア、2018年にはシンガポールを上回り、
2019年に178.1％に達した（図表23）。他の
ASEAN諸国がリーマン・ショック以降の「ス
ロー・トレード」と称される世界的な貿易停
滞の波に飲み込まれるなかでも、ベトナムは
「チャイナ・プラス・ワン」を梃に貿易を増
やすことに成功し、2019年の貿易額は5,870

億ドルと、シンガポールの5,799億ドル、 

（注）電気・電子機器はHS85と定義。
（資料）UN, COMTRADEより日本総合研究所作成

（資料）UN, COMTRADEより日本総合研究所作成

図表21　 電気・電子機器輸出額と輸出に占める
割合（2019年）

図表22　 世界のスマートフォンと送信・受信・
変換・再生を行う無線通信装置の輸出
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マレーシアの5,515億ドル、タイの4,839億ド
ルを超え、ASEANのなかで最大となった。

（2）�中韓から部品調達、グローバルに輸出
へ─貿易統計の限界

ベトナムの貿易依存度の高さは外資企業に
よってもたらされたものであるため、輸出の
増加は必然的に部品や原材料などの中間財の
国外からの調達、つまり、輸入の増加をもた
らす。国・地域別に分解すると、ベトナムは
中国、日本、韓国、台湾から中間財を輸入し、
それを安価な未熟練労働力を使って加工した
最終製品をアメリカに限らず、中国、日本、
韓国、台湾、ASEAN諸国、欧州へとグロー
バルに輸出する構造となっている（図表24）。
このため、貿易収支を国・地域別にみると、

 （注）貿易依存度＝（輸出＋輸入）/ GDP
（資料）IMF資料より日本総合研究所作成

図表23　ASEAN主要国の貿易依存度
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（資料）CEICより日本総合研究所作成（原典はベトナム統計総局）

図表24　ベトナムの国・地域別輸出入と貿易収支
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けが１割に満たず、グローバルになされてい
る一方で、輸入は中国と日韓台に限定されて
いる。（図表25）。日韓台の内訳をみるとその
ほとんどは韓国によって占められる。韓国の
サムスン電子がベトナムをグローバルな生
産・輸出拠点と位置付けているためである。
図表25では、2020年のスマートフォン・同
部品の輸出が512億ドルに達するのに対し、
輸入は166億ドルとその３割にすぎないこと
から、残りの７割がベトナム国内で調達され
ているようにみえる。しかし、これは部品メー
カーの進出拡大により、最終的にスマート
フォンとして再輸出されるにもかかわらず、
その部品と認定されるものが少なくなってき
たためと考えられる。税関はあくまで貿易品
目分類に従って輸入品を分類するだけであ

ベトナムはアジア諸国に対しては貿易収支赤
字を、アメリカと欧州に対しては貿易収支黒
字を計上している。近年、ベトナムがグロー
バルな生産・輸出拠点のひとつとして台頭す
るのに伴い、すそ野産業への外資企業の進出
が相次ぎ、ベトナム国内における調達が増え
たことを受け、貿易収支黒字が定着する傾向
にあるが、その規模は200億ドルとまだ小さ
い。
同様の視点でベトナムの貿易を品目別に分

解し、ベトナムの輸出に含まれる第三国で生
産された部品や原材料などの中間財を特定出
来れば、アメリカの「脱中国依存」の本当の
進捗度合いが測れるはずである。最大の輸出
品目となっているスマートフォン・同部品の
国・地域別貿易をみると、輸出はアメリカ向

（資料）CEICより日本総合研究所作成（原典はベトナム統計総局）

図表25　ベトナムのスマートフォン・同部品の国・地域別輸出入
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り、製品が完成するまでの部品の供給─調達
関係に基づいて輸入品を分類するわけではな
い。スマートフォンを輸出するために国外か
ら調達されている部品や中間財はもっと多い
はずである。

（3）中国はベトナム経由の対米輸出を拡大

この問題を解決してくれるのが経済協力開
発機構（OECD）の付加価値貿易統計TiVA

（Trade in Value Added）である。同統計はあ
る産業がどの産業からどれくらいの財やサー
ビスを調達しているか、生産された製品がど
の産業で使用されているかを網羅する国際産
業連関表に基づき作成されているため、通常
の貿易統計ではみえない付加価値の源泉がど
こにあるかを把握することが出来る（三浦
［2019］）。
ベトナムの製造業の輸出のうち国内で生産

された付加価値は2015年時点で51.8％を占め
るにとどまり、残りは外国由来の付加価値で
ある（図表26）。中国（81.3％）、韓国（64.5％）、
台湾（62.4％）との差は大きく、製造業の輸
入依存度が高いといえる。タイ（59.6％）、
マレーシア（55.4％）との差はそれほど大き
くないものの、2011年以降、両国では国内で
生産される付加価値の割合が上昇しているの
に対し、ベトナムでは同割合が徐々に低下し
ている。
これはベトナムの輸出に中国由来の付加価

値がより多く含まれるようになったためであ

る。2015年のベトナムの製造業の輸出に占め
る中国由来の付加価値は15.9％と10年前の
6.1％から急速に上昇した。こうした極端な
中国依存はベトナムだけにみられる現象であ
り、同国の製造業、とりわけ輸出をけん引す
る電気・電子機器の部品が中国から調達され
ている可能性を暗示する。
実際、TiVAの産業分類に従って、ベトナ
ムの輸出をけん引する①電気機器、②コン
ピュータおよび電子・光学機器、③繊維製品、
④木製品について、付加価値の源泉がどこに
あるかをみると、電気機器は輸出に含まれる
国内で生産された付加価値の割合が10年間で
11.6％ポイント低下し、2015年に41.0％と過
半を割り込んだ（図表27）。コンピュータお
よび電子・光学機器はその傾向がさらに顕著
で、同期間で15.3％ポイント低下し、国内で
生産される付加価値の割合は37.7％に低下し
た。

TiVAは作成に膨大な手間と時間を要する
各国の産業連関表を基に作成されることか
ら、最新の動向が即座に反映されない。しか
し、2005～ 2015年の10年間の動向を踏まえ
ると、輸出に占める中国由来の付加価値の割
合はその後も上昇を続けているとみられ、電
気機器やコンピュータおよび電子・光学機器
では、輸出に占める中国とベトナムの付加価
値の割合が逆転している可能性がある。中国
はベトナム経由で対米輸出を継続しており、
アメリカが対中輸入の減少をもって脱「中国
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依存」が進んだとするというのはいかにも早
計である。
同様のことは労働集約的輸出産業である繊

維製品や木製品でもみられ、ベトナムの製造

業は幅広い分野で、中国の対米輸出を間接的
に支える役割を果たしているといえる。中国
の対米輸出は2019年に前年比12.9％減と大幅
に減少したものの、輸出全体で同7.7％増と

（注） 凡例に示した国・地域は、2015年時点で当該国・地域の輸出に占める割合が高い上位７国・地域。ASEANとEUは地域として扱い、
個別の国は掲載していない。

（資料）OECD, TiVA（2018年末）より日本総合研究所作成

図表26　アジア各国・地域の製造業輸出の付加価値の源泉

ベトナム 中国 韓国

台湾 タイ マレーシア

（％）

（年） （年） （年）

（年） （年） （年）

（％）

（％） （％）

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

1.中国 2.韓国
3.ASEAN 4.EU 5.日本
6.アメリカ 7.台湾

1.EU 2.韓国
3.アメリカ 4.ASEAN 5.日本
6.台湾

1.中国 2.EU
3.アメリカ 4.日本

7.オーストラリア
5.ASEAN

6.サウジアラビア 7.台湾

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

1.中国 2.日本
3.ASEAN 4.EU 5.アメリカ
6.サウジアラビア 7.韓国

1.中国
2.ASEAN 3.EU 4.アメリカ
5.日本 6.韓国 7.台湾

50

55

60

65

70

75

80

85

50

55

60

65

70

75

80

85

2005 10 15 2005 10 15 2005 10 15

2005 10 15 2005 10 152005 10 15

1.中国 2.日本
3.ASAEN 4.EU 5.アメリカ
6.韓国 7.オーストラリア

国内（右目盛） 国内（右目盛） 国内（右目盛）

域内（右目盛） 国内（右目盛）国内（右目盛）

45



サプライチェーンの脱「中国依存」はどこまで進んだか

環太平洋ビジネス情報  RIM  2021  Vol.21  No.81  29

堅調な伸びとなったのは、対米輸出の減少分
がベトナムをはじめとするアジア諸国経由の
対米輸出に振り替えられたことが大きい。
なお、中国によるベトナム経由の対米輸出

は、米バイデン政権がトランプ前政権の追加
関税を直ちに見直すことはしないとする一方
で、巨額の財政出動による経済対策を打ち出
すことから、今後さらに勢いを増すとみられ
る。経済対策は現金給付を柱とし、個人消費、
ひいては輸入を押し上げる。アメリカ連邦準
備委員会（FRB）のパウエル議長は、議会の
公聴会で2021年の成長率が６％程度になる可
能性を示唆した（注９）。

（注９） “Fed’s Powell: 2021 GDP growth could be in range of 
6%”, 24 Febrary, 2021, Reuter.（https://jp.reuters.com/

article/us-usa-fed-powell-gdp-idCAKBN2AN1UC）.

４．�サプライチェーン再編の
方向性を探る─投資の脱
「中国依存」は進んだか

中国を中心とするサプライチェーンはどの
ような方向に向かうのか。その鍵となるのが
直接投資である。中国および中国を代替しう
る国の対内直接投資の動きを整理し、脱
「中国依存」の今後を展望する。また、アメ
リカバイデン政権が打ち出したサプライ
チェーンを安定させるための大統領令の有効
性についても検討する。

（1）中国が対内直接投資で世界一に

国連貿易開発会議（UNCTAD）によれば、
2020年の世界の対内直接投資が前年比42％減

（資料）OECD, TiVA（2018年末）より日本総合研究所作成

図表27　産業別にみたベトナム製造業輸出の付加価値の源泉
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の8,290億ドルに落ち込むなか、中国は同４％
増の1,630億ドルと伸長し、同49％減の1,340

億ドルとなったアメリカを抜いて初めて世界
一の投資受入国になった（図表28）。中国は「開
発途上国」（注10）のなかでもその存在感を
示した。開発途上国の2020年の対内直接投資
は同12％減の6,160億ドル、中国を除くアジ
アの開発途上国も同7.5％減の3,130億ドルと
不調であった（図表29）。
注目すべきは、中国の対内直接投資が追加

関税や新型コロナウイルス感染拡大という状
況でも堅調に推移している点である。直接投
資の動向にサプライチェーン再編に対する各
国企業の中長期的な戦略が投影されていると
考えれば、サプライチェーンにおける中国の

地位は当分揺るぎそうになく、むしろ「中国
依存」が強まる可能性さえあるといえそうで
ある。
中国商務部も2020年の対内直接投資（証券、
銀行、保険業を除く）が前年比4.5％増の1,444

億ドルと過去最高を記録したとした（注11）。
国・地域別および投資分野の詳細は公表して
いないものの、上位15カ国・地域の投資額は
同6.4％増で、なかでもオランダ（同47.6％増）
とイギリス（同30.7％増）が伸長したとされ、
関係悪化により落ち込んだアメリカを補った
とみられる。アメリカ経済分析局によれば、
2020年１～９月のアメリカの対中投資は前年
同期比80.4％減の12億ドルと、ピークであった
2014年の110億ドルの10分の１に落ち込んだ。

（注）ネットフローベース。
（資料）UNCTAD［2021］より日本総合研究所作成

（資料）UNCTAD［2021］より日本総合研究所作成

図表28　米中の対内直接投資 図表29　先進国・開発途上国の対内直接投資
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分野別にみると、サービス業への投資が活
発で、ハイテク、研究開発・設計、科学技術、
電子商取引が好調であった。ただし、中国の
対内直接投資において最も投資を引き付けて
いるのは依然として製造業である（図表30）。
製造業の主体は輸出ではなく、中国市場を
ターゲットにしたものに移行しつつあると思
われるが、アップルのサプライヤーとして
中国企業の存在感が年を追って高まっている
ように（注12）、電気・電子産業は今後も集
積を増すと見込まれる。
中国が関係改善の見通しが立たないアメリ

カに替わり、期待を寄せるのが欧州連合（EU）
である。中国は2020年末、７年間も協議を重
ねてきたEUとの投資協定で大筋合意に達し
た。中国がアメリカとの通商交渉でもやり玉

に挙げられた①知的財産権の保護、②進出外
国企業に対する技術の強制移転要求の禁止、
③国有企業への補助金の透明性確保などへの
対応を約束して合意を急いだ背景には、先進
国における嫌中感情の高まりに伴い対中投資
が減少することに対する警戒感があると思わ
れる。
同協定の発効には欧州議会の承認が必須で
ある。同議会は香港やウイグルの問題を抱え
る中国との合意を問題視しており、先行きは
不透明である。しかし、ドイツの自動車産業
の事例が端的に示すように、欧州の一部の製
造業は中国市場への依存度が非常に高く、ア
メリカの対中強硬策に同調するわけにはいか
ない事情がある（注13）。中国は外資奨励策
を拡充し、アメリカとその同盟国・友好国の

図表30　産業別にみた中国の対内直接投資

（資料）国家統計局（NBS）資料より日本総合研究所作成
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間隙を突くことで対内直接投資の推進を図る
と見込まれる。

（2）�高まる中国の存在感─代替候補国の対
内直接投資

中国を中心とするサプライチェーンの再編
は、繊維製品などの大規模な設備投資を必要
としない労働集約的産業を除けば、中国以外
の国における工場の新設や拡張を伴うことが
多い。このことは、一方でサプライチェーン
の実質的な担い手である中国、韓国、台湾、
日本の対外直接投資の増加、あるいはベトナ
ムを始めとする中国を代替しうる国々の対内
直接投資の増加として現れると考えることが
出来る。
前者についてはまだ2020年の統計が出そ
ろっていないため、後者を検証することでサ
プライチェーン再編の方向性を探る。中国を
代替する可能性、そして、対米輸出の規模と
いう点で注目されるのは、前出の図表16から
ベトナム、マレーシア、タイ、メキシコの４
カ国で、それぞれの対内直接投資と主要投資
国・地域の動向を俯瞰したのが図表31である。
ベトナムとタイは全産業を対象として集計し
たものであるが、マレーシアとメキシコは製
造業に限られる。また、メキシコの2020年は
１～９月値である。
追加関税が課された2018年以降の推移をみ

ると、いずれの国でも対内直接投資が急増し
た形跡はない。ただし、主要投資国・地域の

動向をみると、国ごとの様相はかなり異なる。
ベトナムは2018年から中国からの投資が増
え、2019年には投資の３割が中国によって占
められるなど、中国が初めて最大の投資国と
なった。ベトナムの主要投資国・地域として
は中国のほかにも、韓国が底堅い投資を続け
ており、両国を軸に電気・電子機器のサプラ
イチェーンが整備されたことがうかがえる。
マレーシアは、図表31に挙げた国のなかで
は最も中国の投資が堅調な国といえる。同国
政府は2019年10月に新規投資に対する税制上
の優遇措置を発表するなど（注14）、米中対
立に伴うサプライチェーン再編を見込んだ政
策が奏功したとみられる。中国からの投資が
堅調であるにもかかわらず対米輸出がベトナ
ムほど増えないのは、投資が輸出産業に向け
られているわけではないためである。2020年
の電気・電子産業への投資は156億ドルであっ
たが、石油化学産業への投資もそれに匹敵す
る155億ドルに達した（注15）。
タイでも2018年から中国の投資が増え、

2019～ 2020年に日本を上回る水準に達する
など、その存在感が高まっている。ただし、
中国はアメリカ市場につながる産業に投資し
ているわけではないため、マレーシアと同様
に中国からの投資が増えたからといってタイ
の対米輸出が増える構造にはない。中国の
2020年の電気機器産業と繊維産業への投資は
ともに44億バーツにとどまり、金属製品・機
械産業への投資の229億ドルの５分の１にす
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ぎない。
メキシコはアジア諸国と異なり、アメリカ

とドイツが対内直接投資をけん引する存在と
なっているため、中国の対米輸出を代替する

機能は弱いといえる。主要国としてアジアか
らランクインしているのは韓国だけである。
2020年１～９月の国・地域別の投資実績をみ
ると、日本は1.9億ドルで９位、中国は6,401

図表31　ベトナム、マレーシア、タイ、メキシコの対内直接投資と主要投資国の動向
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万ドルで16位、台湾は2,631万ドルで20位と
なっている。ベトナムと比較するとそれらの
投資規模はいかにも小さい。

（3）バイデン政権の脱「中国依存」の行方

アメリカバイデン大統領は、２月末、①半
導体、②EV（電気自動車）向け高性能バッテ
リー、③医薬品、④レアアース（希土類）を
含む重要鉱物の４品目のサプライチェーンを
100日以内に、また防衛やIT（情報技術）な
ど６分野についても１年以内に見直すという
大統領令に署名した（注16）。同大統領令は
中国を名指ししているわけではないものの、
サプライチェーンを安定的なものにするた
め、国産化や同盟国との関係強化による調達
先多様化により中国依存度を引き下げること
を狙った政策といえる。
車載半導体は2020年末から世界的な不足が

深刻化しており、一部の米自動車工場は半導
体を調達出来ず、操業停止を余儀なくされて
いる。バイデン大統領は、同半導体不足は直
ちに解消出来る問題ではないとしながらも、
国内の半導体製造に370億ドルを投じ、サプ
ライチェーンを強化する意向を示している
（注17）。トランプ前大統領が中国からの輸入
品に幅広く追加関税を課すことで製造業全体
の脱「中国依存」を促そうとしたのに対し、
優先順位の高い分野を限定し、中国依存に起
因するサプライチェーンの脆弱性を早急かつ
具体的に克服しようというのがバイデン政権

の特徴である。
大統領令で指定された４品目は中国依存度
がどれほど高いのか。2020年時点で輸入が多
い上位５カ国・地域の各品目に占める割合の
推移をみると、半導体を除いて、中国への依
存度が非常に高い水準にあるか、あるいは上
昇していることがわかる（図表32）。医薬品
については対象品目が広範囲に及ぶため、こ
こではアメリカだけでなく欧州でも高い中国
依存が問題視された抗生物質を取り上げた。
世界輸出に占める中国の割合は、2019年時
点で半導体が16.7％、車載バッテリーが
37.3％、抗生物質が34.1％、レアアースが
47.3％であることから、中国に依存しない安
定的なサプライチェーンの構築が最も難しい
と考えられるのはレアアースである。レア
アースは日本やフランスなどからも輸入して
いるが、先進国はレアアース資源を有さない
こと、また、中国のレアアースに比べ単価が
非常に高いことから（注18）、それらは加工
品であり、原料を中国から輸入している可能
性が高い。中国はレアアースの生産量と埋蔵
量のいずれにおいても突出しており
（図表33）、依存度を下げるのは至難の業であ
る。同様のことはレアメタルのリチウムを主
原料とする車載バッテリーにもいえる。
一方、半導体はインテル、マイクロン、ク
アルコムなどの半導体サプライヤーを擁する
こともあり、アメリカは設計と製造の両面に
おいて中国を凌駕する。中国は設計では急速
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（注）車載バッテリーの2010～2011年はN.A.。半導体の第５位はタイ。
（資料）US Census Bureau資料より日本総合研究所作成

図表32　アメリカ大統領令で指摘された４品目の輸入依存度
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図表33　レアアースの生産量と埋蔵量の国別分布（2020年）

（資料）アメリカ地質調査所資料より日本総合研究所作成
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に力をつけているものの、最先端の微細加工
が出来る自国資本企業はなく、台湾の大手
ファウンドリーに半導体の製造を委託してい
る。
中国ではファーウェイ（華為技術）が半導

体開発をリードしてきたが、2020年９月にト
ランプ前政権が導入した半導体の輸出規制に
より10nm以下の最先端の半導体を製造する
装置が輸入出来なくなり、開発は実質的に停
止することとなった。その一方、アメリカで
は半導体の調達先の多元化が進んでおり、ま
た、台湾のTMSC（台湾積体電路製造）が
2024年に先端工場を稼働させる予定であるこ
とから（注19）、脱「中国依存」だけでなく、
国内生産能力の増強も進むと見込まれる。車
載半導体の供給不足という問題は残るものの
（注20）、半導体のサプライチェーンの安定性
は確実に高まると見込まれる。
医薬品は医薬品成分の輸入依存度の見直し

が焦点になるとみられる。アメリカに限らず
先進国の多くは薬剤の有効成分の多くを中国
とインドからの輸入に依存しているため、新
型コロナウイルス感染拡大時に調達の安定性
が不安視された（三浦［2020c］）。薬剤の有
効成分については、インドが中国に替わる生
産・輸出拠点になることを目指しており
（注21）、同国との協力関係が鍵になる。ただ
し、インドも薬剤の有効成分を中国から輸入
しており（注22）、ここでも脱「中国依存」
が壁となる。

医療用マスクや防護服などの消耗品につい
ては、労働集約的で付加価値も低いため、補
助金で国産化を推進しても、最終的には安価
な輸入品に押されて輸入依存度が再び上昇す
る状況に陥る危険性がある。ドイツではマス
クの国産化が推進されたものの、相次ぐ企業
の撤退により、再び中国から輸入する事態に
陥ったと中国メディアに揶揄された（三浦
［2020c］）。アメリカがドイツの轍を踏まない
保障はない。
中国政府は、政治的圧力によって産業を移
転させようというのは非現実的であり、アメ
リカが市場経済と自由貿易のルールを誠実に
尊重し、世界のサプライチェーンの安全、信
頼性、安定性を維持することを望むとして、
大統領令を批判した（注23）。しかし、サプ
ライチェーンの安定性を高めることが出来そ
うなのは今のところ半導体に限られ、中国の
対米輸出が停滞し、企業業績や雇用に深刻な
影響が及ぶ可能性も低い。中国政府の関心は
追加関税の撤廃とファーウェイに対する制裁
解除にある。

（注10） UNCTADは国際通貨基金（IMF）と世界銀行と異なり、
「新興国」という区分を設けていない。UNCTADの「開
発途上国」がどの国を指すかは “World Investment 
Report 2020”（https://unctad.org/system/files/official-
document/wir2020_en.pdf）を参照。

（注11）「2020年我国利用外資増長6.2％ 規模創暦史新高」
2021年１月22日 商務部新聞弁公室.（http://www.fdi.
gov.cn/come-datatongji-con.html?id=14861）

（注12）「Appleのサプライヤー数、中国がアメリカを初めて逆転」
2019年３月19日 iPhone Media.（https://iphone-mania.
jp/news-242532/）

（注13）「アングル：第三の道を模索するEU、米の対中政策に
距離」2021年３月12日 ロイター .（https://jp.reuters.
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com/article/idJPKBN2B40HF）
（注14）「製造業誘致 東南ア白熱 タイ・マレーシア、優遇策で

ベトナム追う『中国からの移転』争奪」2019年11月19
日 日本経済新聞.（https://www.nikkei.com/article/
DGKKZO52312320Y9A111C1FF2000/）

（注15） “Malaysia Records RM164 Billion of Total Approved 
Investments In 2020 Amid Global Pandemic”, 2 
March, 2021, MIDA.（https://www.mida.gov.my/
media-release/malaysia-records-rm164-billion-of-total-
approved- inves tments - in-2020-amid-g loba l -
pandemic/）

（注16） “Executive Order on America’s Supply Chains”, 24 
Febrary, 2021, The White House.（https://www.
whitehouse.gov/briefing-room/presidential-actions/ 
2021/02/24/executive-order-on-americas-supply-
chains/）

（注17） “Remarks by President Biden at Signing of an 
Executive Order on Supply Chains”, 24 February, 2021, 
The White House.（https://www.whitehouse.gov/
briefing-room/speeches-remarks/2021/02/24/remarks-
by-president-biden-at-signing-of-an-executive-order-
on-supply-chains/）

（注18） 国連の貿易統計（COMTRADE）によれば、日本のレア
アース（HS2805,2846,720299の合計）はキロ当たりの
輸出額が40.0ドルであるのに対し、中国は4.6ドルである。

（注19）「台積電衝刺美国布局 要蓋六個廠」2021年３月１日 
経済日報.（https://money.udn.com/money/story/12926/ 
5284818）

（注20） 車載半導体が不足するようになった背景としては、「『半
導体が足りない！』その理由とは？」2021年１月26日
WAGE.（https://wedge.ismedia.jp/articles/-/21969）参
照。

（注21） 「インドが医薬品成分の生産拡大へ─中国に代わる供
給国を目指す」2020年４月14日 Bloomberg.（https://
www.bloomberg.co.jp/news/articles/2020-04-14/
Q8R41MT0G1L301）

（注22）「インド、薬品・医療機器生産を拡大へ　中国からの
輸入依存を低減」2020年７月28日 ロイター .（https://
jp.reuters.com/article/health-coronavirus-india-drugs-
idJPKCN24T0AV）

（注23）「2021年２月25日外交部発言人趙立堅主持例行記者
会」2021年２月25日 外交部.（http://switzerlandemb.
fmprc.gov.cn/web/fyrbt_673021/jzhsl_673025/
t1856517.shtml）

おわりに─中国はバイデン政権の脱「中
国依存」をどうみるか

中国を中心とするサプライチェーンは、改

革開放政策による外資導入、地場企業の技術
力向上に伴う産業集積の発展、そして、安定
的な経済成長を通じた市場の拡大を受け、約
30年という長い時間をかけて構築されたもの
であり、追加関税やコロナ禍という劇的な環
境変化を経ても容易には崩れない頑強さを備
えている。脱「中国依存」はアメリカだけで
なく、わが国でも進められているが、政府が
期待するほど、あるいはメディアが煽るほど
には進まない。
このことは、アメリカとの早期の関係改善
が期待出来ない一方で、安易な譲歩が許され
ない習近平政権にとって好都合である。習近平
共産党総書記は、2020年４月に開催された党
中央財経委員会で、「高速鉄道、電力設備、
新エネルギー、通信機器などの産業チェーン
全体の優位性を継続的に強化し、産業品質を
向上させ、中国に対する国際産業チェーンの
依存関係を強化し、外部の人為的な供給遮断
に対する強力な反撃力と抑止力を形成する」
（注24）とし、「中国依存」を深めさせること
によって孤立を回避出来るとの見方を示し
た。
バイデン政権には、どのようなカードを出
してくるのかわからないというトランプ前政
権のような予想不能な側面は少ない。また、
地球温暖化対策などではアメリカとの協調関
係を演出出来る余地がある。しかし、バイデ
ン政権は国内の嫌中感情の高まりを受け（三
浦［2020c］）、前政権が打ち出した対中政策
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を引き継ぐ姿勢をみせており、米中関係は先
行きを楽観出来る状況にはない。なかでも次
に指摘する３点は習近平政権にとって「出口」
がみえない厄介な問題といえ、脱「中国依存」
を長期的かつ不可逆的な動きに発展せさる可
能性がある。
第１は保護主義政策である。バイデン大統

領は、2021年２月、アメリカの雇用に悪影響
を与えるとし、トランプ前政権が退任前に解
除を決定したアラブ首長国連邦（UAE）の
アルミニウムに対する追加関税を維持する大
統領令を公布した（注25）。バイデン政権が
雇用への影響を基準に追加関税解除の是非を
決定するのであれば、アルミニウムだけでな
く鉄鋼など業界団体や労働組合の反対が強い
中国製品に対する追加関税が解除される見込
みは低い。
第２は対中包囲網の構築である。バイデン

政権は、駐留米軍の費用負担要求などアメリ
カ第一主義などの問題により冷え込んでし
まった同盟国との関係を修復し、同盟国と共
同で中国に対抗する方針を示している。軍事
面では既にフランスとイギリスがインド洋で
軍艦を航行させているが、2020年末にドイツ
がインド・太平洋地域への軍艦派遣を表明し
た（注26）。中国包囲網は以前に比べ多様か
つ強固なものになりつつある。
第３は人権問題重視外交である。バイデン

大統領は、2021年２月、ウィスコンシン州で
開催された対話集会に出席し、対中外交につ

いて人権問題を重視する強い姿勢で臨む方針
を示した（注27）。同大統領の関心は少数民
族ウイグル族だけにとどまらず、自治が脅か
されている香港や力による「再統一」が懸念
される台湾にも及ぶ（注28）。これらは習近平
政権にとって全く交渉の余地のない「内政」
問題であり、米中関係が一気に緊張するとい
う危険性を孕む。

（注24）「習近平：国家中長期経済社会発展戦略若干重大問
題」2020年10月31日 新華網.（http://www.xinhuanet.
com/politics/leaders/2020-10/31/c_1126681658.htm）。
中国語は「持续增强高铁、电力装备、新能源、通信
设备等领域的全产业链优势，提升产业质量，拉紧国
际产业链对我国的依存关系，形成对外方人为断供
的强有力反制和威慑能力」。

（注25） “A Proclamation on Adjusting Imports of Aluminum 
Into the United States”, 1 Febrary, 2021, The White 
House.（https://www.whitehouse.gov/briefing-room/
presidential-actions/2021/02/01/a-proclamation-on-
adjusting-imports-of-aluminum-into-the-united-
states/）

（注26）「インド太平洋に軍艦派遣　独国防相─中国警戒、自
衛隊と訓練も・岸防衛相と討論へ」2020年12月13日 
時事通信.（https://www.jiji.com/jc/article?k=202012 
1300103&g=int）

（注27） “Remarks by President Biden in a CNN Town Hall 
with Anderson Cooper”, 17 Febrary, 2021, The White 
House.（https://www.whitehouse.gov/briefing-room/
speeches-remarks/2021/02/17/remarks-by-president-
biden-in-a-cnn-town-hall-with-anderson-cooper/）

（注28） “Readout of President Joseph R. Biden, Jr. Call with 
President Xi Jinping of China”, 10 Febrary, 2021, The 
White House.（https://www.whitehouse.gov/briefing-
room/statements-releases/2021/02/10/readout-of-
president-joseph-r-biden-jr-call-with-president-xi-
jinping-of-china/）
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